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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第62期 

第３四半期連結 
累計期間 

第63期 
第３四半期連結 

累計期間 
第62期 

会計期間 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成27年 
 12月31日 

自平成28年 
 ４月１日 
至平成28年 
 12月31日 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成28年 
 ３月31日 

売上高 （千円） 51,286,977 47,670,507 72,911,106 

経常利益 （千円） 2,447,255 1,550,299 3,617,867 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（千円） 1,446,350 934,611 2,272,857 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,508,357 1,322,068 2,194,179 

純資産額 （千円） 19,243,336 20,770,391 19,929,158 

総資産額 （千円） 40,829,678 41,583,453 43,450,354 

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 170.00 110.37 267.44 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 43.95 46.54 42.81 

 

回次
第62期

第３四半期連結
会計期間

第63期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自平成27年
 10月１日
至平成27年
 12月31日

自平成28年
 10月１日
至平成28年
 12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 52.58 47.07 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況 

 当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、政府の経済政策や日銀の金融政策により、雇用が堅調に推移

し、個人消費は足踏み状態ではありますが、全体として景気は緩やかな回復基調で推移しました。しかしながら、中

国を始めとするアジア新興国・資源国等の経済減速に加え、英国のＥＵ離脱や米国における新政権の経済政策に関す

る不確実性が懸念される状況であります。

 このような経済環境の下、当社グループは、引き続き新エリアへの販売先開拓の強化や環境ビジネス、ソリューシ

ョン営業の提案力強化に向けた取り組みを推進してまいりましたが、太陽光関連商材の販売の減少や、太陽光発電設

備直需案件施工の遅れから、売上高が前期を下回りました。

 この結果、当第３四半期連結累計期間における連結成績は、売上高476億70百万円（前年同四半期比7.1％減）、経

常利益15億50百万円（前年同四半期比36.7％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は、９億34百万円（前年同四

半期比35.4％減）となりました。

 セグメント別の業績は、次のとおりであります。 

（電設資材）

 首都圏および埼玉地区など新規出店エリアでの売上増加や、空調や一般電材商材については前年並みに推移したも

のの、太陽光発電関連商材の販売の落込みにより、前期を下回る売上高となりました。

 この結果、売上高は226億34百万円（前年同四半期比13.4％減）となりました。

（産業システム）

 機器制御は、電機機器、機械輸送機、半導体関連企業を中心に主力製品の販売や設備更新需要が堅調に推移し、前

期を上回る売上高となりました。設備システムは、栃木県内水力発電設備災害復旧案件の完工により、前期を上回る

売上高となりました。情報システムは、学校関係パソコン更新案件があり前期を上回る売上高となりました。

 この結果、売上高は106億55百万円（前年同四半期比16.7％増）となりました。 

（施工）

 建設資材工事は、つくば地区および首都圏では、順調に推移しましたが、栃木県内の案件の受注・完工高が伸びず

前期を下回る売上高となりました。総合建築工事は、建築案件の完工高は前期を上回りましたが、太陽光発電設備は

直需案件の着工遅れにより前期を下回る売上高となりました。コンクリート圧送工事については、新規建設案件の受

注が伸びず前期を下回る売上高となりました。

 この結果、売上高は102億38百万円（前年同四半期比11.2％減）となりました。

（土木建設機械）

 土木建設機械は、レンタル事業、メンテナンスサービス、中古車販売は前期を上回る売上高となりましたが、新車

販売は前期を下回る売上高となりました。

 この結果、売上高は38億18百万円（前年同四半期比8.0％減）となりました。 

（再生可能エネルギー発電）

 栃木県内４ヶ所のメガソーラー発電施設に加え、栃木県屋根貸し事業による県営平松本町住宅外３ヶ所及び足利営

業所外４ヶ所を稼働し、天候の影響があったものの、売電収入は前期を若干上回りました。

 この結果、売上高は３億23百万円（前年同四半期比0.1％増）となりました。

 

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（3）研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類

第３四半期会計期
間末現在発行数

(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,010,000 10,010,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

 単元株式数   100株

計 10,010,000 10,010,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高

(千円)

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
 － 10,010,000  － 1,883,650  － 2,065,090

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 1,542,100
－

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,465,900 84,659 同上

単元未満株式 普通株式     2,000 － 同上

発行済株式総数 10,010,000 － －

総株主の議決権 － 84,659 －

（注）１.「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式97株が含まれております。

２. 当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）          

藤井産業株式会社
栃木県宇都宮市

平出工業団地41－３
1,542,100 － 1,542,100 15.40

計 － 1,542,100 － 1,542,100 15.40

（注）当第３四半期会計期間末日現在の「自己株式等」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 10,828,409 10,206,589 

受取手形及び売掛金 ※１ 19,526,428 ※１ 16,703,793 

商品 1,895,753 2,875,617 

未成工事支出金 696,521 1,023,744 

原材料及び貯蔵品 1,110 1,097 

その他 671,283 688,341 

貸倒引当金 △123,977 △106,496 

流動資産合計 33,495,529 31,392,686 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 1,662,310 1,585,690 

土地 2,911,797 2,911,797 

その他（純額） 2,041,741 1,935,741 

有形固定資産合計 6,615,849 6,433,229 

無形固定資産 91,819 76,495 

投資その他の資産    

投資有価証券 2,244,944 2,732,199 

その他 1,237,734 1,100,627 

貸倒引当金 △235,524 △151,785 

投資その他の資産合計 3,247,155 3,681,042 

固定資産合計 9,954,824 10,190,766 

資産合計 43,450,354 41,583,453 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 ※１ 16,180,237 ※１ 13,619,826 

短期借入金 2,700,000 2,690,000 

未払法人税等 724,819 30,857 

賞与引当金 766,951 358,162 

役員賞与引当金 129,100 72,675 

その他 1,521,819 2,456,337 

流動負債合計 22,022,928 19,227,858 

固定負債    

役員退職慰労引当金 298,692 262,346 

退職給付に係る負債 891,913 935,416 

その他 307,661 387,439 

固定負債合計 1,498,267 1,585,202 

負債合計 23,521,195 20,813,061 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,883,650 1,883,650 

資本剰余金 2,065,090 2,065,090 

利益剰余金 15,211,226 15,697,044 

自己株式 △948,372 △948,414 

株主資本合計 18,211,594 18,697,370 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 405,898 670,349 

退職給付に係る調整累計額 △15,136 △15,380 

その他の包括利益累計額合計 390,761 654,968 

非支配株主持分 1,326,802 1,418,053 

純資産合計 19,929,158 20,770,391 

負債純資産合計 43,450,354 41,583,453 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

売上高 51,286,977 47,670,507 

売上原価 43,410,373 40,583,601 

売上総利益 7,876,603 7,086,905 

販売費及び一般管理費 5,784,475 5,898,572 

営業利益 2,092,127 1,188,333 

営業外収益    

受取利息 3,952 3,454 

受取配当金 43,602 46,701 

仕入割引 228,453 213,011 

受取賃貸料 39,025 38,054 

持分法による投資利益 25,630 19,088 

貸倒引当金戻入額 6,764 22,524 

その他 57,021 70,804 

営業外収益合計 404,450 413,638 

営業外費用    

支払利息 10,058 6,357 

売上割引 17,240 16,087 

賃貸費用 14,644 13,596 

その他 7,379 15,631 

営業外費用合計 49,323 51,673 

経常利益 2,447,255 1,550,299 

税金等調整前四半期純利益 2,447,255 1,550,299 

法人税等 924,554 549,365 

四半期純利益 1,522,700 1,000,933 

非支配株主に帰属する四半期純利益 76,350 66,322 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,446,350 934,611 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

四半期純利益 1,522,700 1,000,933 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △10,808 311,018 

退職給付に係る調整額 △4,995 △243 

持分法適用会社に対する持分相当額 1,461 10,360 

その他の包括利益合計 △14,343 321,134 

四半期包括利益 1,508,357 1,322,068 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,460,429 1,198,817 

非支配株主に係る四半期包括利益 47,927 123,250 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

 これによる当第３四半期連結累計期間の損益への影響は軽微であります。また、セグメント情報に与える影響は軽

微であるため、記載を省略しております。 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算） 

 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を

使用する方法によっております。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四半

期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

 ※１ 当第３四半期連結会計期間末日満期手形

 当第３四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日でありますが、期末日満期手形については満期日に決済

が行われたものとして処理しております。なお、債務引受一括決済取引により当社グループに対する債権者よ

り株式会社足利銀行に譲渡された債権（当社グループの買掛金）についても、期日に決済が行われたものとし

て処理しております。これにより、当第３四半期連結会計期間末残高から除かれている金額は、次のとおりで

あります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形及び売掛金 －千円 276,495千円

支払手形及び買掛金 － 5,085
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年12月31日）

減価償却費 312,209千円 318,856千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

配当に関する事項

 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 303,373 35 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年11月12日

取締役会
普通株式 127,017 15 平成27年９月30日 平成27年11月30日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

配当に関する事項

 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 321,776 38 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

平成28年11月14日

取締役会
普通株式 127,017 15 平成28年９月30日 平成28年11月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 

  電設資材 産業システム 施工 土木建設機械 
再生可能エネ
ルギー発電 

合計 

売上高            

外部顧客への売上高 26,147,975 9,134,121 11,531,195 4,150,921 322,763 51,286,977 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

11,295 40,423 2,050 1,659 － 55,429 

計 26,159,270 9,174,545 11,533,245 4,152,580 322,763 51,342,406 

セグメント利益 1,002,310 333,605 741,660 271,397 146,216 2,495,190 

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 2,495,190

持分法による投資利益 25,630

配賦不能全社損益（注） △75,927

その他の調整額 2,362

四半期連結損益計算書の経常利益 2,447,255

（注）配賦不能全社損益は、主に報告セグメントに帰属しない当社本部・管理部門の一般管理費及び営業外損益で

あります。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 

  電設資材 産業システム 施工 土木建設機械 
再生可能エネ
ルギー発電 

合計 

売上高            

外部顧客への売上高 22,634,973 10,655,417 10,238,890 3,818,115 323,111 47,670,507 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

31,804 19,574 4,226 1,585 － 57,191 

計 22,666,777 10,674,991 10,243,116 3,819,701 323,111 47,727,698 

セグメント利益 384,667 479,363 332,350 220,259 150,053 1,566,695 

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,566,695

持分法による投資利益 19,088

配賦不能全社損益（注） △36,969

その他の調整額 1,485

四半期連結損益計算書の経常利益 1,550,299

（注）配賦不能全社損益は、主に報告セグメントに帰属しない当社本部・管理部門の一般管理費及び営業外損益で

あります。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益 170円00銭 110円37銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 1,446,350 934,611

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（千円）
1,446,350 934,611

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,507 8,467

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

 平成28年11月14日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………127,017千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………15円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成28年11月30日

  （注） 平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。

- 15 -

2017/02/13 11:29:12／16245027_藤井産業株式会社_第３四半期報告書



 
  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月９日

藤井産業株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任監査法人トーマツ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 髙橋 正伸  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 松浦 竜人  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている藤井産業株式

会社の平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２８年１０月

１日から平成２８年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２８年４月１日から平成２８年１２月３１日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、藤井産業株式会社及び連結子会社の平成２８年１２月３１日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

    ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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本紙は再生紙を使用しております 
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